
【様式１】
	受付番号
※記載不要
	


令和７年度「バイオ関連企業事業化支援事業」補助金　提案書
令和　　年　　月　　日　
沖縄県知事　殿
法 　人　 名
代表者役職名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　
令和７年度バイオ関連企業事業化支援事業について、以下のとおり関係書類を添えて提案いたします。
	事業名
	

	事業型
（該当するものに☑をつけること）
	□ 事業型（１）バイオテクノロジーを活用した、健康医療分野
に係る製品又は技術開発等
□ 事業型（２）バイオテクノロジーを活用した、健康医療分野
以外の分野に係る製品又は技術開発等

	提案者
	（フリガナ）
	

	
	法人名
	

	
	（フリガナ）
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	（フリガナ）
	

	
	氏名
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


【様式２】
プロジェクト概要書
	１．事業名
	

	２．総事業費
	○,○○○,○○○円
	うち補助対象経費
	○,○○○,○○○円

	３．プロジェクトの背景・課題・目的・期待される沖縄県経済への効果

	＜記入例＞（青字は削除して記入してください）
背景　（○○は、○○のため、○○が期待されている。）
課題　（しかしながら、○○が課題となっている。／○○が求められている。）
目的　（○○の課題を解決するため、○○や○○等の方法に取り組む。これらの結果を踏まえ、○○を開発・検証する。）
効果　（上記課題を解決し、○○を開発することにより、年間○○円の収益及び○名の雇用が見込める。）


	４．ビジネスモデル及びプロジェクトの概要

	· 公募要項に記載されている審査基準を参考にして、事業化のビジネスモデルと今回のプロジェクトの概要をわかりやすくアピールしてください。


	５．事業化までのロードマップ及び達成目標

	· 当該プロジェクトで取り組む技術又は製品の事業化までのロードマップ及び年度毎の達成目標を記載して下さい。
· なお、事業（最長２年間）終了後に実用化を目指す場合は、事業終了後に事業化するまでの計画を記載して下さい。



※当該様式は概要を1枚でまとめ、詳細は【様式２（別紙）】に記載してください。
【様式２（別紙）】　　　　※（青字は削除して記入してください）
	１． 事業名

	○○○

	２．事業の背景・課題・目的

	＜記入例＞
背景　（○○は、○○のため、○○が期待されている。）
課題　（しかしながら、○○が課題となっている。／○○が求められている。）　
目的　（○○の課題を解決するため、○○や○○等の方法に取り組む。これらの結果を踏まえ、○○を開発・検証する。）
効果　（上記課題を解決し、○○を開発することにより、年間○○円の収益及び○名の雇用が見込める。）


	３．事業の必要性

	· 上記を踏まえて、本事業において取り組むことの必要性を明記してください。


	４．事業の実施内容詳細

	※ 業務内容について詳細に説明してください。
※令和８年度まで補助金の活用を予定している場合は、令和８年度までの実施内容を記載してください。
※ 必要に応じて事業内容を更に細分化するなど、適宜図表等（様式自由）も添付のうえ、分かりやすく説明してください。
※ 活用する技術やそれにより期待される沖縄県経済への効果についても説明してください。
※ 技術専門用語については、説明を付けてください。
※ 共同企業体等による申請の場合は、企業等ごとに実施する業務を記載するなど、役割分担を明確にしてください。
※ 本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。


	５．競争優位性・新規性・先進性等

	· 提案する事業内容の競争優位性・新規性、革新性等について説明してください。
（例：既存の技術で○○と○○があるが、当該技術は○○という点で差別化を図っており、○○であるため、競争優位性が高い）


	６．事業計画及び達成目標、ビジネスモデル

	【様式３】に事業計画、年度毎の達成目標を図示してください。
※ 令和８年度まで補助金の活用を予定している場合は、令和８年度までのスケジュールと各年度の達成目標を設定し記載すること。
※ 年度別の実施内容が分かるように工程表を記載してください。実現性が判断できるよう技術開発等の内容、研究員、予算の年度展開を具体的に記載してください。
· 共同企業体等による申請の場合には、全体のスケジュールと企業等ごとのスケジュールを作成してください。
· 事業終了後に実用化を目指す場合は、事業化までの計画と年度毎の達成目標を示して下さい。
· 事業化において、製品等の製造業の許可等が必要な開発等は、関係法令に基づく申請や届出の計画を示してください。
· 提案する技術又は製品の事業化によるビジネスモデルや想定している出口戦略について示して下さい。（必要に応じて別葉を作成下さい。）


	７．実施体制

	【様式４】に実施体制及び管理体制を図示すること。
※ 事業を確実に遂行するうえで必要な実施体制・人員、管理体制、経理の適正処理及び管理のための体制を記載してください。
※ 実施責任者略歴（別紙「事業管理経歴書」も別途作成）、研究員数等及び実施者の業務内容
※ 外注、委託を予定しているのであればその内容
※ 開発等実施場所
※ 共同企業体等による申請の場合には、企業等ごとに記載してください。


	８．事業の効果、事業終了後の展開

	· 本事業の実施によりどのような効果が得られるか、事業終了後の展開について具体的に記載してください。


	９．事業遂行能力

	※ 提案する事業内容に関連する事業実績、技術的知見
※ 法人又は事業統括責任者などの主な略歴、事業実績、研究開発実績、知的財産権等の取得状況等を記載してください。
※ 国又は国所管の独立行政法人や、地方公共団体等の委託若しくは助成による類似の技術開発実績があれば、委託又は助成元の官公庁等名、事業名、事業概要、実施年度を記載してください。
※ 共同企業体等による申請の場合には、企業等ごとに記載してください。


	１０． 当該事業に使用する予定の現有設備、装置等の保有状況

	※ 設備名称、使用目的、使用等を記入してください。
※ 共同企業体等による申請の場合には、企業等ごとに記載してください。


	１１．沖縄県経済への波及効果

	※当事業の成果により想定される県内経済等への波及効果（市場開拓、新規雇用創出等）の見通しについて、具体的に（可能な限り定量的に）記載してください。

	１２．当事業に要する経費

	【様式５】に必要経費を記載してください。
· 共同企業体等による申請の場合は、代表企業とその他の企業等の分を合わせた総括版に加え、代表企業とその他の企業等がそれぞれ作成し添付してください。



（注）提案書の枚数に制限はありませんが、簡潔明瞭に記載してください。
（注）提案内容を補足する資料の添付は認めますが、必要最小限としてください。
【様式３】
事業計画・達成目標
（記載例）
（　）内は人数
	事業内容
	令和７年度
	令和８年度

	１．○○技術開発
	
	○○
（　）
	
	

	２．○○の検証・改良
	

	
	○○
（□）
	

	３．○○の申請等
　（関係法規手続）
	
	
	○○
（□）
	

	４．○○の実証・マーケティング活動
	
	
	○○
（□）
	

	５．評価・取りまとめ
	
	
	
	


＜各年度の達成目標＞
令和７年度：
令和８年度：
（注）共同企業体等による申請の場合は、全体のスケジュール表と企業等ごとのスケジュール表を添付してください。
（注）令和８年度まで補助金の活用を検討している場合は、令和７年度から令和８年度までの２年度分のスケジュールを示してください。
（注）Ａ４版で作成してください。用紙の向きは縦・横どちらでも構いません。
【様式４】
実施体制図
（１）事業の実施体制
　　（記載例）










　　（注）共同企業体等による申請の場合には全体の体制図と企業等ごとの体制図を添付してください。
　　（注）事業の一部を他の企業等に委託又は外注する場合は、各企業等の実施項目を「４．事業の実施内容詳細」等と整合するよう記載してください。
（２）事業の管理体制
（記載例）




（注）共同企業体等による申請の場合には、企業等ごとに体制図を添付してください。
（注）プロジェクトリーダーについては、提案者で候補としてあげてください。
【様式５】
積算書
（1） 令和○年度　支出計画（統合版、事業者名等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	経費区分
	見積金額
	積算内訳

	Ⅰ．人件費
	千円
	

	Ⅱ．事業費
（内訳）
１．謝金
２．旅費
３．消耗品費
４．通信運搬費
５．使用料及び賃借料
６．備品購入費
７．補助員人件費
８．外注・委託費
	 千円
	

	小計
	
	

	合計
	
	

	補助対象経費
	千円
	(補助金)
	千円

	
	
	(自己負担額)
	千円


（注）令和８年度まで補助金の活用を検討している場合は、本様式は令和７年度から令和８年度までの２年度分を作成してください。
（注）主な外注・委託費については、契約ごとに想定される金額を記入してください。
（注）企業体等による申請の場合は、全体版のほか、企業等ごとに本紙を作成・添付してください。
（注）補助対象経費は消費税を含めず計上してください。
（注）補助率は事業費（補助対象経費）の8／10以内とし、また、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします
（注）必要に応じて枠は追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。
【様式６】
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
沖縄県知事　殿
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　所
　   　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　私は、令和７年度「バイオ関連企業事業化支援事業」に応募するにあたり、下記のことを誓約します。
記
１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。
２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。
３　沖縄県暴力団排除条例第２条（平成23年条例第35号）第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
４　県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
５　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。
６　雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和34年法律第137号）に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。
７　労働関連法令を遵守していること。
※注１　共同企業体の場合、本様式はすべての構成員について提出が必要です。
（誓約書裏面）
（誓約事項７関係）
	主な労働関係法令
（１）労働基準法（昭和22年法律第49号）
（２）労働契約法（平成19年法律第128号）
（３）最低賃金法（昭和34年法律第137号）
（４）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和47年法律第113号）
（５）短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）
（６）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
（平成3年法律第76号）
（７）労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
（８）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律
（昭和60年法律第88号）
（９）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）
（10）労働組合法（昭和24年法律第174号）
（11) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）
（12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）
（13）健康保険法（大正11年法律第70号）
（14) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）


【様式７】
令和　　年　　月　　日
法 　人　 名　　　　　　　　　　　　
認証等制度の取得状況
	認証等制度名
	取得状況
（チェックリスト）

	（１）沖縄県所得向上応援企業認証制度　　　　　　　　
	□ 認証済

	（２）経営革新計画認証制度
	□ 承認済

	（３）沖縄県人材育成企業認証制度
	□ 認証済

	（４）沖縄県ワーク・ライフ・バランス企業認証制度
	□ 認証済

	（５）パートナーシップ構築宣言企業
	□ 公表済


注１：取得済の認証については、認定証（写）等の認証されたことがわかる資料を添付すること。
注２：共同企業体での応募の場合は、企業毎に提出すること。
注３：すべての制度で認証等を得ていない場合は提出不用です。様式７の提出がない場合は、各制度の認証等がないものとして取り扱います。
【様式８】
類似事業等状況説明書

（１） 他の公的助成制度（委託事業を含む）による「助成を受けている事業」、もしくは「採択が決定している事業」、または「申請している事業」の概要（令和７年〇月〇日時点）
	資金制度・事業費名
（事業期間・補助機関等名）
	テーマ名
（研究者氏名）
	令和７年度の
事業費
(期間全体の額)
(千円)

	
	
	

	【事業概要（目的や実施内容）】
・


（２） 本事業と（１）事業の相違点（課題、内容）（令和７年〇月〇日時点）
	事業内容の相違点

	・


【様式９】
実績書
企業名：
※これまでに国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体等からの公的助成制度（委託事業を含む）による助成を受けた実績があれば記載してください。
（令和４年度～令和６年度）
（単位：千円）
	年度
	補助金交付元/委託元
	金額
	事業名・テーマ・概要（目的）

	令和4年度
	沖縄県
	20,000
	「〇〇事業 ‐〇〇製造技術の確立及び性能検証‐」
〇〇副産物を原料とした高品質な〇〇製品を開発し、〇〇の問題で困っているユーザー向けの事業展開を目指す。

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※共同企業体の場合は、構成企業ごとに本様式を作成。
※過年度において、本提案事業と同じ内容の事業で助成を受けた実績がある場合は応募できません。
【別紙】
事業管理経歴書
	氏名
	
	年齢
	

	1 所属・役職名


	2 学位［授与機関］
　　［学位］
　　［取得年］
　　［専攻］

	3 研究開発実務及び管理経歴、並びに受賞歴



	4 現在参画しているプロジェクト名


	5 当該研究開発に関連する最近5年間の主要論文、特許等


	6 本事業における役割



※　事業管理経歴とは、研究開発プロジェクトなどにおけるプロジェクトリーダー、研究代表者、企業等における研究開発マネジメント等の経験を指す。
※　記載紙面が不足した場合、適宜追加すること。
連携・協力委託





（共同）事業者


・実施項目：○○の開発・実証





（代表）事業者


・実施項目：○○の開発・実証





事業者Ａ


・実施項目：○○の開発





委託





コンソーシアム





外注





事業者Ｂ


・実施項目：○○の製作





外注





事業者Ｃ


・実施項目：○○の分析





経理責任者


所属・役職・氏名


担当業務：○○○○





事業統括責任者


（プロジェクトリーダー）


所属・役職・氏名


担当業務：○○○○








主任研究員


所属・役職・氏名


担当業務：○○の研究責任者





現在、他の公的助成制度（委託事業を含む）による助成を受けている場合、又は採択が決定している場合は、当該事業の概要を記載した上で、本事業との相違点を記載してください。


なお、同一事業者が同一の課題又は内容で、既に他の公的助成制度（委託事業を含む）による助成を受けている場合、又は採択が決定している場合は、審査の対象から除外され、採択の決定が取り消されることがあります。








